
事業評価シート

管理No. 事業名称等 評価
実施
年度

平成28年度
1 観光振興事業

事業内容

　地域の観光推進体制及び観光案内拠点機能の強化のために、三浦市観光協会や地域の
活性化を図るための団体及びイベントに支援等を行った。
　また、市内各所にある観光解説案内板を、外国人観光客の方に本市の魅力が伝わるよ
う外国語併記の表示に改修した。

部 経済部

課 観光商工課

事業費
総額
(円)

12,549,150

交付金
充当
内訳
（円）

【観光解説板整備事業】
　委託料   3,391,200
【地域活性化事業】
　旅費   136,950
　負担金   829,000
【地域観光振興・情報発信事業】
　負担金   3,313,000
【みうら夜市事業】
　負担金   1,000,000
【観光団体育成事業】
　補助金   3,879,000 H27年度

の主な取
組と工夫
(実績)

　回遊性の向上、滞在時間の延長と外国人観光
客の受け入れ態勢の充実を図り、各観光地着地
点の観光案内板と観光解説板の一部を改修し
た。
　改修にあたっては、多言語化に表記を行なう
とともに、外国人にわかりやすい地図表現検討
会の報告を参照したピクトグラムを表記した。
　また、市観光協会や市民団体等が主催する観
光振興イベント等に対し支援を行った。
　イベント等の実施にあたっては、三崎のまぐ
ろを始めとする「みうらの食」や三浦市の歴
史・文化、また、市民主体で新たに創出した
「河津桜」といった地域資源を活用したＰＲ媒
体を作成し情報発信を行なうとともに、「三浦
海岸桜まつり」においては、京浜急行電鉄㈱と
連携し、「お花見列車『みうら河津桜号』」の
臨時運行や、ライトアップの実施など、新規来
場者獲得に向けた取組も実施した。

交付金
充当額
(円)

12,549,150

年度

交付金KPI① 交付金KPI② 交付金KPI③ 事業効果

入込観光客数

効果の判定 効果の判定理由
４　本事業は地
方創生に非常に
効果的であった

　指標値を上回り、総合戦略のKPI
である623万人に近づいたため。

H27 5,918 千人
H28 千人
H29 千人
H30 千人
H31 千人
目標 5,771 千人 H27.12

KPIの達
成状況
の分析
（達成
できた
理由、
できな
かった
理由）

　入込観光客数は、油壺、三崎及び城ヶ
島地区が増加しており、主な要因は小網
代の森の来場者数のカウントの開始であ
る。
　本事業をはじめとして市も関与して魅
力あるイベントを継続して実施すること
により、前年度と比べると減少傾向には
あるが、入込観光客数全体の約20％の集
客を確保することができた。
　また、観光地の着地点の観光案内板を
リニューアルしたことにより、回遊性向
上に寄与したと考えている。

今後取組むべき課題

　既存の観光案内板・解説板を改修し、記載情報の
精度の向上や多言語化を進め、更なる回遊性の向上
を図る必要がある。
　なお、神奈川県の市町村自治基盤強化総合補助金
を活用し、この残りの観光案内板・解説板を平成28
年度補正予算により改修する予定である。
　また、既存の観光イベント等の集客力を高めると
ともに、イベント会場等を起点とした回遊性の向上
やイベント等をきっかけとしたリピーターづくりに
取組む必要がある。

外部評価

事業の
評価 総合戦略のKPI達成に有効であった 主な意見

・看板の改修等により観光客の利便性が向上した。
・平成28年度に策定する市の観光振興ビジョンの進行管理や
見直しのため、観光振興条例を制定し、「推進委員会」を設
置されたい。
・渋滞は観光地のイメージダウンにもなる。渋滞緩和と共に
三浦の隠れた観光資源をアピールするために観光資源となり
うる所が多く点在している東海岸線（金田・松輪・毘沙門・
宮川等）を有効に利用すべき。
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事業評価シート

管理No. 事業名称等 評価
実施
年度

平成28年度
2 商工団体育成事業

事業内容

　魅力あるしごと作りとそれに必要な人材の育成のため、三浦商工会議所及び三浦建
築高等職業訓練校に対する支援を行った。 部 経済部

課 観光商工課

事業費
総額
(円)

3,255,000

交付金
充当
内訳
（円）

　補助金   3,255,000

H27年度
の主な取
組と工夫
(実績)

　商工団体支援の要である商工会議所と就業
訓練で実績のある三浦半島建築高等職業訓練
校への支援に注力した。
  それぞれの団体においても、会員数等の維
持に向けて、努力している。

交付金
充当額
(円)

3,255,000

年度

交付金KPI① 交付金KPI② 交付金KPI③ 事業効果

商工会議所会員数
の維持

三浦建築高等職業
訓練校生徒数の維
持

効果の判定 効果の判定理由
２　本事業は地
方創生に効果が
あった

　訓練校の生徒数の維持は達成し
た。商工会議所の会員数は維持で
きなかったが、新規会員数は上昇
傾向にあり退会会員数は減少傾向
となったため。

H27 1,599 人 7 人
H28 人 人
H29 人 人
H30 人 人
H31 人 人
目標 1,628 人 H28.3 7 人 H28.3

KPIの達
成状況
の分析
（達成
できた
理由、
できな
かった
理由）

　平成25年度末の会
員数の維持を目指し
たが、廃業した会員
が多く目標を達成で
きなかった。なお、
27年度は会員数8人
減（新規会員65人、
脱退会員73人）であ
り、26年度21人減
（新規会員57人，78
脱退会員）と比較し
減少は抑制された。

　平成26年度の入校
生全員が２年間の課
程を修了しため

今後取組むべき課題

　新規会員数自体は上昇傾向にあり退会会員数は減
少傾向となっている。創業・事業承継支援事業の確
実な実施によりその傾向をより改善させることが必
要。

外部評価

事業の
評価

総合戦略のKPI達成に有効ではあったが、経
済状況の改善を図ることが課題である

主な意見

・実際の三浦市の事業者の状況はKPIの数値以上に悪い。
・会員数の減少は抑制されており、必要な人材の育成に寄
与した。
・中小企業振興条例を制定し、適切な産業施策を図り、戦
略的に三浦市の産業構造を変革していくことが必要。
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事業評価シート

管理No. 事業名称等 評価
実施
年度

平成28年度
3 観光案内所管理事業

事業内容

　観光客への情報発信のため、三浦市観光インフォメーションセンターの管理を行う
と伴に、三崎口駅前観光案内所を開設し更なる観光客案内等の利便を図った。 部 経済部

課 観光商工課

事業費
総額
(円)

2,196,451

交付金
充当
内訳
（円）

　補助金   2,196,451

H27年度
の主な取
組と工夫
(実績)

　来遊者に利用しやすい場所に観光案内所を
開設し、案内についても経験のある（一社）
三浦市観光協会へ委託することで利便性を高
めた。
　三浦半島観光協議会が実施した三浦半島広
域観光情報発信デジタルサイネージ設置事業
と協働し同案内所にデジタルサイネージを設
置することで更に利便の向上に努めた。

交付金
充当額
(円)

2,196,451

年度

交付金KPI① 交付金KPI② 交付金KPI③ 事業効果

入込観光客数

効果の判定 効果の判定理由
４　本事業は地
方創生に非常に
効果的であった

　指標値を上回り、案内所も好評
を得ているため

H27 5,918 千人
H28 千人
H29 千人
H30 千人
H31 千人
目標 5,771 千人 H27.12

KPIの達
成状況
の分析
（達成
できた
理由、
できな
かった
理由）

　観光案内所開設の周知について、京
浜急行電鉄㈱や（一社）三浦市観光協
会の協力を得られた。
　運営を観光協会へ委託することで、
丁寧で実践的な案内が可能になり、ま
た、路線バスの利用に先立ち、三崎下
町や小網代の森への案内ができるた
め、同方面への来遊者の利便性が向上
した。
　併せて、案内業務に外国語対応が出
来るものを一部配置し、近年増加傾向
とされる外国人観光客への利便性の向
上を図った。

今後取組むべき課題

　ＫＰＩが達成され、案内所も好評を得ているた
め、引き続き事業を行う必要があるが、もうひとつ
の玄関口といえる三浦海岸駅付近にも同様の観光案
内所の設置が出来れば更に市内各方面に向けた観光
案内の利便性を向上させられる。

外部評価

事業の
評価 総合戦略のKPI達成に有効であった 主な意見

・小網代の森への案内のニーズが高く、それに対応できた
ことで市の観光増進に寄与した。
・入込観光客数に加え、より精緻な数値や利用者の声など
の分析も必要である。
・三浦市のもう一つの玄関である三浦海岸駅にも、観光案
内所を設置されたい。
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事業評価シート

管理No. 事業名称等 評価
実施
年度

平成28年度
4 みうら誘客プロモーション事業

事業内容

　国内の宿泊・日帰り旅行、教育旅行、外国人観光客の誘致促進を図るため、三浦市
が持つ様々な個性・魅力を活用し、新たな資源の開発・創造を行うとともに、他自治
体や民間事業者等と協働連携し、広域的かつ戦略的な営業を行った。また、海外の旅
行会社等に対してトップセールスを実施した。

部 経済部

課 営業開発課

事業費
総額
(円)

4,560,885

交付金
充当
内訳
（円）

【みうら誘客プロモーション事
業】
　旅費   511,990
　消耗品費   59,551
　印刷製本費   352,944
　通信運搬費   128,040
　負担金   1,430,000
【国外誘客トップセールス事業】
　旅費   985,360
　委託料   1,093,000

H27年度
の主な取
組と工夫
(実績)

　外国人観光客誘致の促進を図るため、市長
自らが海外の旅行会社等に対し積極的に受入
体制をPRした。
　具体的には、Ｈ27.7.9～7.15のタイ・マ
レーシアでは旅行会社や学校など１１社、Ｈ
28.2.14～2.17の台湾では旅行会社など８社に
対し、トップセールスを行った。

交付金
充当額
(円)

4,560,885

年度

交付金KPI① 交付金KPI② 交付金KPI③ 事業効果

インバウンドツ
アー実施件数

効果の判定 効果の判定理由
３　本事業は地
方創生に相当程
度効果があった

　海外の旅行会社等に対してトッ
プセールスを実施したことによ
り、ツアー1件、修学旅行2件の実
績に結びつき、2回目のトップ
セールスについても28年度以降の
成果が期待できるため。

H27 3 件
H28 件
H29 件
H30 件
H31 件
目標 5 件 H28.3

KPIの達
成状況
の分析
（達成
できた
理由、
できな
かった
理由）

　トップセールスの
成果により、インバ
ウンドツアー3件が
実施された。しか
し、トップセールス
の2回目の実施時期
が10月から2月に変
更したこともあり年
度内の実績に結びつ
かなかった。

今後取組むべき課題

　KPIは未達成だったが、国外誘客トップセールス
の成果は、今後の継続的なセールスにより結果に結
びつくものと考える。今後も神奈川県や民間事業者
と連携しながら、外国人観光客のニーズを把握し、
観光素材の効果的なＰＲを行い、誘致に取り組む。

外部評価

事業の
評価 総合戦略のKPI達成に有効であった 主な意見

・外国人に好評を得た内容などがあったため、それらを参
考に外国人のニーズに応じて今後も取り組むべきである。
・経済効果を事業効果の判断材料として考慮すべき。
・誘客をはかるための資源の発掘と整理、開発が必要。
・外国人観光客を受け入れるための人的体制と物的整備が
重要。
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事業評価シート

管理No. 事業名称等 評価
実施
年度

平成28年度
5 地場産品消費拡大対策事業

事業内容

　市内外の消費者にまぐろ・野菜等の三浦市の特産品を広く宣伝するため、三浦市地
場産品消費拡大協議会と連携して物産展等に参加して、地場産品の消費拡大を図っ
た。

部 経済部

課 営業開発課

事業費
総額
(円)

708,579

交付金
充当
内訳
（円）

　報償費   550,000
　旅費   93,440
　消耗品費   40,599
　使用料   24,540 H27年度

の主な取
組と工夫
(実績)

　三浦の特産品と観光情報のＰＲを行うた
め、より効果的なイベントへの出展を行っ
た。
　例えば、2015年3月の首都高中央環状線の全
線開通により、首都圏から三浦へのアクセス
向上したため、三浦への誘客を目的として練
馬区で3万人以上の来場者がいるイベントで観
光キャンペーンを行った。

交付金
充当額
(円)

708,579

年度

交付金KPI① 交付金KPI② 交付金KPI③ 事業効果

物産展等実施回数
(年)

効果の判定 効果の判定理由
３　本事業は地
方創生に相当程
度効果があった

　三浦の特産品と観光情報のＰＲ
を行うため、より効果的なイベン
トへの出展を行ったことにより、
前年度以上の来場者数及びパンフ
レット配布数となったため。

H27 10 回
H28 回
H29 回
H30 回
H31 回
目標 10 回 H28.3

KPIの達
成状況
の分析
（達成
できた
理由、
できな
かった
理由）

　イベント出展回数については、より
出展効果の高いイベントに対象を絞っ
たため昨年度と比べ減少（H26年度13回
→H27年度10回）しているが、来場者数
合計（平成26年度778,762人→平成27年
度795,267人）及び配布パンフレット部
数（平成26年度64,300部→平成27年度
73,500部）は増加しているため、より
効果的なPRができたと考えられる。

今後取組むべき課題

　KPIは達成したが、特産品や観光資源を常時PRし
ていく必要があり、新規特産品メニューの開発や新
たな出展等に取り組む必要がある。

外部評価

事業の
評価 総合戦略のKPI達成に有効であった 主な意見

・KPIの設定に改善の余地がある。
・小規模の農業者や漁業者の販路拡大のために、農産物と
水産物の直販所を整備すること。また、消費者ニーズを把
握することが必要。
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事業評価シート

管理No. 事業名称等 評価
実施
年度

平成28年度
6 農業振興事業

事業内容

　農業生産を取り巻く環境が厳しくなる状況下で、消費者の志向を反映した作物づく
り、栽培技術の向上、コスト削減、環境に優しい農業等が求められる中、三浦市の独
自品種の改良と野菜品質向上のための技術に関して、三浦市農業協同組合が総合的に
研究していることを支援し、本市農業の振興に努めた。青首大根の有望品種の選定、
レタス栽培導入試験、スイカ品種比較試験、緑肥作物推奨試験、交配用みつ蜂の配置
が行われた。

部 経済部

課 農産課

事業費
総額
(円)

1,316,000

交付金
充当
内訳
（円）

　農業振興事業補助金　1,316,000

H27年度
の主な取
組と工夫
(実績)

　地域産業の競争力強化のために、より多く
の品種比較検討が行われるよう品種比較試験
費用の一部を補助した。

交付金
充当額
(円)

1,316,000

年度

交付金KPI① 交付金KPI② 交付金KPI③ 事業効果

品種比較試験青首大根
（延べ）

効果の判定 効果の判定理由
２　本事業は地
方創生に効果が
あった

　目標値には至らなかったが、本市
の農業振興（生産性の向上）に寄与
したため。H27 38 品種

H28 品種
H29 品種
H30 品種
H31 品種
目標 50 品種 H28.3

KPIの達
成状況
の分析
（達成
できた
理由、
できな
かった
理由）

　今年度比較可能な
品種は38品種に留
まったため。

今後取組むべき課題

　効果的な試験が実施されているため、引き続き事
業を継続する。

外部評価

事業の
評価 総合戦略のKPI達成に有効であった 主な意見

・品種改良により課題の改善が計られるため、事業の必要
性が認められる。
・県農業技術センターと連携を取り、農業技術を向上させ
られたい。
・多品目・少量生産の農業者を支援することが重要。
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事業評価シート

管理No. 事業名称等 評価
実施
年度

平成28年度
7 浜の活力再生プラン等支援事業

事業内容

　市内漁業地域の活性化及び漁業者の所得向上を図るため、各漁業協同組合による
「浜の活力再生プラン」等の推進のための取組みの支援を行った。 部 経済部

課 水産課

事業費
総額
(円)

2,356,000

交付金
充当
内訳
（円）

【補助金交付先】
　みうら漁業協同組合   404,000
　諸磯漁業協同組合   454,000
　城ヶ島漁業協同組合   498,000
　初声漁業協同組合   500,000
　上宮田漁業協同組合   500,000

H27年度
の主な取
組と工夫
(実績)

　各地域で策定された浜の活力再生プランの内容
等に応じ、各地域のニーズに対応した取組の提案
及び支援を行った。
　資源管理対策に力を入れる地域に対しては、魚
礁の設置に必要な関係機関への調整や、他地域で
実践されている取組みの情報提供による類似の取
組みを希望する地域の後押し等を行った。
　また、直売事業に力を入れる地域に対しては、
新規商品開発の協議に参画し、意見交換等を行っ
た。
　さらに、三崎魚市場の高度衛生管理化を見据
え、先進事例の視察を企画し、魚価向上等の取組
みへの意識向上を促した。

交付金
充当額
(円)

2,356,000

年度

交付金KPI① 交付金KPI② 交付金KPI③ 事業効果

浜の活力再生プラ
ン等に資する取組

効果の判定 効果の判定理由
３　本事業は地
方創生に相当程
度効果があった

　目標値を達成し、当初想定したと
おり、本事業を活用した各補助事業
者により漁業者の所得向上のための
取組みが進められたため。

H27 5 件
H28 件
H29 件
H30 件
H31 件
目標 5 件 H28.3

KPIの達
成状況
の分析
（達成
できた
理由、
できな
かった
理由）

　浜の活力再生プラン等に資する取組について、各地域のニーズ
に応じた具体的な提案を行うとともに、県と連携して積極的な支
援を行ったため。
　主な取組み内容は以下のとおり。
○みうら漁協
　窒素氷の鮮度保持効果の確認実験・高度衛生管理化卸売場の先
進地視察
○諸磯漁協
　サザエ及びアワビの試験放流、カジメ母相の試験設置、高度衛
生管理型市場の先進地視察
○城ヶ島漁協
　サザエ入り土産用加工食品の開発販売、三崎港町まつりとのタ
イアップイベントの開催等による直売所の広告宣伝
○初声漁協
　ウニの試験蓄養、高度衛生管理型市場の先進地視察
○上宮田漁協
　被災した防波堤コンクリート資材を活用したナマコ魚礁の設置
準備、直売PR用備品の整備

今後取組むべき課題

　浜の活力再生プランは、平成30年度までの５ヶ年
事業であるが、平成28年度以降の事業財源には補助
金等の措置が予定されておらず、すべて各漁協の自
己負担で事業を進める必要がある。
　各漁協としては、限られた財源の中で、継続して
効果的に取組みを進めていくことが今後の課題であ
る。
　市としては、各漁協が継続して効果的に取組みを
進めていくことをサポートしていくことが課題であ
る。
　市は各漁協との情報共有、必要に応じた国の補助
事業に関する情報の収集及び漁協への情報提供、県
水産技術センター等との連携等に今後も注力するこ
とが求められる。

外部評価

事業の
評価 総合戦略のKPI達成に有効であった 主な意見

・有効であったが、各漁協に課題があるため、今後は、経
営基盤をさらに強固にしていく必要がある。
・三浦市の西海岸で磯焼け（カジメやアマモ等の減少）が
進んでいる。磯焼けの原因究明と対策を図られたい。
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事業評価シート

管理No. 事業名称等 評価
実施
年度

平成28年度
8 市民交流促進事業

事業内容

　官民協働による（仮称）市民交流拠点の実現に向け、平成26年度に実施した「(仮
称)市民交流拠点整備事業〔Ａ地区〕」の事業者募集において選定した契約候補者と平
成27年11月に事業契約を締結後、平成28年3月に既存建物・施設の撤去に着手した。

部 政策部

課 市長室

事業費
総額
(円)

2,763,540

交付金
充当
内訳
（円）

　臨時職員賃金   2,197,200
　報償費   540,000

H27年度
の主な取
組と工夫
(実績)

　官民協働による事業であり、KPI達成のため
には、双方の合意形成が重要であるため、事
業実施に係るリスク・責任の分担等に関して
協議を重ねた。交付金

充当額
(円)

2,737,200

年度

交付金KPI① 交付金KPI② 交付金KPI③ 事業効果

事業契約の締結
既存建物、施設の
撤去

0

効果の判定 効果の判定理由
２　本事業は地
方創生に効果が
あった

　スケジュールの遅れにより、既
存建物、施設の撤去について目標
年月では達成できなかったが、事
業契約を締結し、市民交流拠点の
実現に向けて前進したため

H27 1 件 0 件 0 0
H28 件 件 0
H29 件 件 0
H30 件 件 0
H31 件 件 0
目標 1 件 H28.3 1 件 H28.3 0 0 0

KPIの達
成状況
の分析
（達成
できた
理由、
できな
かった
理由）

　平成27年11月11
日付け事業契約を
締結

　想定よりリス
ク・責任の分担等
の協議に時間を要
し、事業契約締結
が遅れたことよ
り、既存建物・施
設の撤去が年度内
に完了しなかった
ため

0
今後取組むべき課題

　今後、事業契約に基づき、施設の設計・整備等な
ど順次進めていくが、そのために、都市計画（再開
発等促進区を定める地区計画）の決定や開発・建築
に係る手続等を行う必要があるため、事業者や関係
機関と十分な調整・協議を行いながら取り組む。

外部評価

事業の
評価 総合戦略のKPI達成に有効であった 主な意見

・市民交流拠点の整備に向けて前進している。
・市民と周辺住民が納得する三高跡地全体の土地利用が求
められている。道路整備も含めた地区計画の決定が必要。
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事業評価シート

管理No. 事業名称等 評価
実施
年度

平成28年度
9 持続可能な企業等誘致プロモーション事業

事業内容

　幅広い業種を対象に、二町谷地区埋立地への企業誘致活動を行った。
　二町谷地区埋立地の情報発信のため、神奈川県企業誘致促進協議会（地域産業プロ
ジェクト）のホームページ及び発行資料への掲載、展示会でパネル掲示をするととも
に、本市のホームページでは適宜更新を行い最新情報の発信に努めた。

部 政策部

課 市長室

事業費
総額
(円)

200,438

交付金
充当
内訳
（円）

　消耗品   3,198
　通信運搬費   4,000
　負担金、補助及び交付金
91,000 H27年度

の主な取
組と工夫
(実績)

　幅広い業種を対象に、二町谷地区埋立地へ
の企業誘致活動を引き続き行った。また、地
域再生計画策定協議会を設置し、二町谷地区
埋立地の多目的活用を進めるための方針につ
いて協議した。

交付金
充当額
(円)

98,198

年度

交付金KPI① 交付金KPI② 交付金KPI③ 事業効果

三浦市に進出すること
を前提とした企業等と
の具体的な交渉

三浦市に進出する
企業等

0

効果の判定 効果の判定理由
２　本事業は地
方創生に効果が
あった

　目標値には達しなかったが、三
浦市への進出を前提とした企業と
の交渉が、将来的な企業進出につ
ながると考えるため。

H27 3 件 0 件 0 0
H28 件 件 0
H29 件 件 0
H30 件 件 0
H31 件 件 0

目標 2 件 H28.3 1 件 H28.3 0 0 0

KPIの達
成状況
の分析
（達成
できた
理由、
できな
かった
理由）

　セミナー形式
（１回）及び個別
対話形式（５社）
による事業者部会
を開催し、広く意
見交換を行ったた
め。

　3社との具体的な
交渉は継続中であ
り、今後予定してい
るプロポーザル募集
への提案参加を打診
している。
　なお、プロポーザ
ル方式による進出企
業の選定は、二町谷
地区埋立地の多目的
活用を目指したもの
であり、平成28年度
に実施する予定であ
る。

0
今後取組むべき課題

　プロポーザル方式による事業者選定を速やかに行
い、事業者提案を踏まえ、二町谷地区埋立地の多目
的活用のための地域再生計画を策定する。

外部評価

事業の
評価 総合戦略のKPI達成に有効であった 主な意見

・今後の企業進出に繋がると考えられる。
・現在、二町谷埋立地には、水産業関連の企業しか進出で
きない。土地利用を図るため水産業以外の企業も進出でき
るように、地区計画を見直されたい。
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事業評価シート

管理No. 事業名称等 評価
実施
年度

平成28年度
10 三浦版CCRC構想検討調査事業

事業内容

　三浦市の持つ食材や景観などといった魅力的なコンテンツを有効的に活用しなが
ら、三浦ならではのまちづくりを行うため、三浦版ＣＣＲＣ構想の推進に向けた検討
調査を行った。調査では、居住者となり得る首都圏アクティブシニア及び事業者にお
けるニーズ調査やＣＣＲＣを導入するにあたってのメリット及びデメリットの整理等
を行った。　調査の結果、ＣＣＲＣ導入が本市にとって、雇用創出や人口減少抑制等
に寄与する有益な事業であることがわかった。

部 政策部

課 市長室

事業費
総額
(円)

14,515,200

交付金
充当
内訳
（円）

　委託料   14,515,200

H27年度
の主な取
組と工夫
(実績)

　三浦版ＣＣＲＣが目指す方向性を明確にす
るとともに、地域の将来医療や介護負担、経
済波及効果などをシミュレーションし、三浦
版ＣＣＲＣ導入の有益性を整理した。交付金

充当額
(円)

14,515,200

年度

交付金KPI① 交付金KPI② 交付金KPI③ 事業効果

本事業による三浦版
CCRC構想実施（着手）
事業者

0 0

効果の判定 効果の判定理由
２　本事業は地
方創生に効果が
あった

　目標値には達しなかったが、居住
者及び事業者ニーズ調査やＣＣＲＣ
のメリット及びデメリット整理等を
行った結果、ＣＣＲＣ導入が本市に
とって、人口減少対応や地域経済の
発展において、有益な事業であると
の見解に達したため。

H27 0 件 0 0 0 0
H28 件 0 0
H29 件 0 0
H30 件 0 0
H31 件 0 0
目標 1 件 H28.3 0 0 0 0 0 0

KPIの達
成状況
の分析
（達成
できた
理由、
できな
かった
理由）

　三浦版ＣＣＲＣ
導入の効果検証期
間が平成27年度末
までだったことも
あり、事業着手す
る事業者が現れな
かった。

0 0
今後取組むべき課題

　ＣＣＲＣ事業者の誘致に向けた地元協力事業者と
の連携強化等を行うほか、首都圏との２地域居住が
実現しやすい立地環境及び健康的な食生活といった
三浦版ＣＣＲＣへの移住メリットを適切にアナウン
スし、三浦市に移住したいと思う仕掛けづくりに取
り組む。

外部評価

事業の
評価 総合戦略のKPI達成に有効であった 主な意見

・継続的に企業進出を図るべきと考えられるため、構想検
討の必要性があった。
・単なる収支計算では無く、５０年後、１００年後に地域
として持続可能な事業なのかを検証することが必要。
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事業評価シート

管理No. 事業名称等 評価
実施
年度

平成28年度
11 子育て応援事業

事業内容

　安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる地域社会の実現を図るため、小学校1年生
から小学校5年生までの小児及び所得制限対象者の医療費と、県の一部負担金（通院
200円・入院100円）の助成、幼稚園・保育園に対し、園児が使用する遊具・教材を購
入する費用の助成及び保護者向けの子育て支援プログラムを実施した。

部 保健福祉部

課
保険年金課、

子ども課

事業費
総額
(円)

41,573,208

交付金
充当
内訳
（円）

【児童虐待防止事業】
　委託料   300,000
【保育・教育環境充実事業】
　補助金   3,992,200
【小児医療費助成事業（市単独
分）】
　扶助費   12,490,716

H27年度
の主な取
組と工夫
(実績)

（KPI①関連）
　KPI達成のためには、制度を周知することが特に
重要と考え、市内医療機関へのチラシ・ポスター
の配布をはじめ、市広報紙、市ＨＰでの広報によ
り周知を図るとともに、１１名の未申請者へ勧奨
通知を送付した。
（KPI②・③関連）
　KPI達成のためには教育・保育環境を整えること
が重要であると考え、本事業実施にあたっては幼
児のすこやかな成長を促すことを重視した。その
ために、幼児の園での生活を熟知している幼稚園
等が特に必要とした遊具等を購入するための費用
を助成し、幼児の教育、保育環境の向上を図っ
た。
　また、保護者向けの子育て支援も考慮すべきと
考え、子育て技術の学習を重視した。そのため
に、子育て支援プログラムを実施し、プログラム
参加者の子育て技術の会得を図った。

交付金
充当額
(円)

16,782,916

年度

交付金KPI① 交付金KPI② 交付金KPI③ 事業効果

小学校5年生以下の
対象者への医療証
の交付

対象事業所のうち補
助により環境を整備
する事業所割合

プログラム受講者
の満足度

効果の判定 効果の判定理由
４　本事業は地
方創生に非常に
効果的であった

（KPI①関連）
　小児医療対象者を小学校５年生ま
で年齢拡大することにより、小児の
健康増進と健全な育成支援を図るこ
とができた。
（KPI②・③関連）
　8箇所の事業所の全てが必要とする
環境整備を実施し、幼児の教育、保
育環境の向上が図られたため。
　子育て支援プログラム参加者の全
員が「今後の子育てに役立つ」とい
う感想を示し、保護者向けの子育て
支援策として有効なものとなった。

H27 100 % 100 % 100 %以上

H28 % % %以上

H29 % % %以上

H30 % % %以上

H31 % % %以上

目標 100 % H28.3 100 % H28.3 80 %以上 H28.3

KPIの達
成状況
の分析
（達成
できた
理由、
できな
かった
理由）

　市民への周知活
動を徹底したた
め。

　8箇所の事業所の
全てが補助による
環境整備を必要と
した。各事業所に
より必要な環境整
備の内容は異なっ
ていたが、必要性
に応じて予算の範
囲内で全ての事業
所に対して補助を
行うことができた
ため。

　子どもが健全に
育つために家庭で
出来る実用的なヒ
ントを紹介するプ
ログラム内容が、
参加者のニーズに
合致していたと思
われるため。

今後取組むべき課題

（KPI①関連）
　平成２８年度においては、小児医療対象者を拡大
し、小学校６年生までを対象としている。今後も、
周知活動を徹底したい。
（KPI②・③関連）
　幼児の教育、保育環境の向上を図るために、8箇
所の事業所への補助の継続が課題となっている。
　安定した親子関係の構築に役立つ子育て支援プロ
グラムを継続し、参加者を広げることが課題となっ
ている。

外部評価

事業の
評価 総合戦略のKPI達成に有効であった 主な意見

・小児医療費について対象年齢をほぼ毎年拡大しており、
他の自治体に劣っていないという意味で効果があると言え
る。今後中学生まで対象年齢を拡大することを視野に入れ
てほしい。
・保育園の設置場所等、保育環境のさらなる充実が子育て
世代の定住促進にとって重要である。
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事業評価シート

管理No. 事業名称等 評価
実施
年度

平成28年度
12 空き家等実態調査事業

事業内容

　適切な管理が行われていない空き家等が防災、衛生、景観等の市民の生活環境に影
響を及ぼしていることから、市内にある空き家等を把握するため、実態調査を行っ
た。

部 都市環境部

課 都市計画課

事業費
総額
(円)

3,548,180

交付金
充当
内訳
（円）

　委託料   3,235,680
　臨時職員賃金　312,500

H27年度
の主な取
組と工夫
(実績)

　KPI達成のためには、まずは市内に点在する
適正に管理されていない空き家の実態を把握
する必要があることから、水道の閉栓情報を
基に現地調査を実施し、建物外観や周辺現況
の判断基準により空き家の物件を抽出した。
　併せて、空き家の老朽危険度、周囲に対す
る影響等の実態を把握した。

交付金
充当額
(円)

3,548,180

年度

交付金KPI① 交付金KPI② 交付金KPI③ 事業効果

市内全域の空き家等の
実態調査

把握した適正に管理さ
れていない空き家等の
削減

0

効果の判定 効果の判定理由
３　本事業は地
方創生に相当程
度効果があった

　目標値は達成しなかったが、本事
業において空き家等の現状を把握し
たことにより、今後実施していく空
き家対策の推進につながると考えら
れるため。
（実態調査の結果、空き家は三崎地
区南部に集中していたため、今後策
定を予定している空家等対策計画に
おいて重点対象地区に指定するな
ど、地域ごとの効果的な対策に取り
組める可能性がある。）

H27 1,300 件 0 % 0 0
H28 件 % 0
H29 件 % 0
H30 件 % 0
H31 件 % 0

目標 1,310 件 H28.3 4 % H32.3 0 0 0

KPIの達
成状況
の分析
（達成
できた
理由、
できな
かった
理由）

　本事業は、閉栓情
報1300件を対象に現
地調査を実施し、外
観から空き家の特定
を行った。
　住宅土地統計調査
の推計値を参考に設
定した目標値とは同
程度の物件数の調査
を行い、調査の結
果、空き家として把
握した件数は287件
となった。

　当該年度は実態調査
の実施までとしてお
り、今後空き家等の削
減に向けた取り組みを
実施していくため。

0
今後取組むべき課題

　本事業により把握した空き家等の所有者に対する
意向調査の実施、利活用に向けた具体的な事業の検
討、空家等対策計画の策定等に取り組む必要があ
る。

外部評価

事業の
評価 総合戦略のKPI達成に有効であった 主な意見

・実際に足を運んで初めて現状を把握したという意味で効
果があった。
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事業評価シート

管理No. 事業名称等 評価
実施
年度

平成28年度
13 定住促進（お試し居住）事業

事業内容

　人口減少抑制事業として、三浦市への転居を検討する人に空き家に短期間住んでも
らうことにより「定住のきっかけ作り」を行うため、「トライアルステイ（お試し居
住）」及び交流イベント等を実施した。また、この事業の検証を通じて、人口減少に
歯止めをかける事業のモデル構築を行った。

部 政策部

課 市長室

事業費
総額
(円)

5,000,000

交付金
充当
内訳
（円）

　委託料   4,255,369

H27年度
の主な取
組と工夫
(実績)

　２１世帯（７世帯×３期）にトライアルス
テイに参加していただいた（応募76件）。三
浦市への移住意欲の高い人を選抜するため事
前アンケートを行った。
　また、特に移住希望者（参加者）と地元住
民とのつながりを作ることがトライアルステ
イ参加から移住に繋げるのに重要であると考
え、地元住民との交流会を行った。地元住民
には、移住者の先輩となる人や、市内で様々
な活動を行っている人などを選んだ。

交付金
充当額
(円)

4,255,369

年度

交付金KPI① 交付金KPI② 交付金KPI③ 事業効果

定住促進（お試し居
住）事業により移住し
た世帯数

0 0

効果の判定 効果の判定理由
２　本事業は地
方創生に効果が
あった

　目標値には達しなかったが、トラ
イアルステイ参加者の応募アンケー
トや、退去時の参加者へのヒアリン
グから三浦市への移住ニーズがある
ことが分かった。また、その内容は
今後の移住政策に活用できるもので
あると考えられるため。

H27 0 世帯 0 0 0 0
H28 世帯 0 0
H29 世帯 0 0
H30 世帯 0 0
H31 世帯 0 0
目標 3 世帯 H28.3 0 0 0 0 0 0

KPIの達
成状況
の分析
（達成
できた
理由、
できな
かった
理由）

　本市への移住を
した者はいなかっ
た。原因としては
トライアルステイ
後に不動産物件の
案内ができなかっ
たことや、そのま
ま住める物件がな
かったことが考え
られる。

0 0
今後取組むべき課題

　KPIが未達成だったのは、トライアルステイした
物件にそのまま移住できないことや、市内に魅力的
な物件が少ないこと、移住希望者の要望・相談に迅
速に対応できるワンストップ相談窓口がないことな
どが課題であると考えられる。
　この課題解消のためには、トライアルステイにそ
のまま移住できる物件を使用することや、魅力があ
るが市場に出てこない空き家を掘り起こすこと、リ
ノベーションスクールの開催により、リノベーショ
ンの機運を高め魅力的な物件を増やし、エリアの魅
力も高め移住先として選ばれるまちにしていくこ
と、移住支援窓口を設置することなどを実施する必
要がある。
　なお、平成28年度に加速化交付金を活用し、課題
解消に取り組む。

外部評価

事業の
評価 総合戦略のKPI達成に有効であった 主な意見

・移住希望者へのワンストップ相談窓口の設置は、情報の
集約が図られ有効と考える。
・市によるサポート体制も重要である。
・事業実施により様々な課題が出たという意味でも効果が
あった。
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